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１．自賠責保険・共済収支表（契約年度）

（単位：億円、％）
収 入 純 保 険 料 支 払 保 険 金 収    支    残

契 約 年 度 （ 収 入 純 掛 金 ） （ 支 払 共 済 金 ） 当 年 度 収 支 残 累 計 収 支 残 損 害 率
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）　Ｃ Ｄ （Ｂ÷Ａ×１００）

昭和３０   　　　　１８    　　　　２１  △　　　　　３  △　　　　　３  １１８．３  
　　３５   　　　　６４    　　　　６９  △　　　　　５  △　　　　５９  １０８．１  
　　４０   　　　６２２    　　　５６８    　　　　５４    　　　２０７  ９１．３  
　　４５   　３，２３９    　２，５００    　　　７３９  △　１，２７１  ７７．２  
　　５０   　４，５３７    　４，２２２    　　　３１５    　３，３９０  ９３．１  
　　５５   　５，２９１    　６，１１３  △　　　８２２    　２，４１８  １１５．５  
　　５６   　５，６１４    　６，８８３  △　１，２６９    　１，１４９  １２２．６  
　　５７   　５，６８５    　７，１３９  △　１，４５４  △　　　３０５  １２５．６  
　　５８   　６，２３７    　７，７２３  △　１，４８６  △　１，７９２  １２３．８  
　　５９   　６，４６１    　７，９２８  △　１，４６７    ０  １２２．７  

（　△　３，２５８）
　　６０   　７，７５９    　７，１７１    　　　５８８    　　　５８８  ９２．４  
　　６１   　８，７８２    　７，４４１    　１，３４１    　１，９２９  ８４．７  
　　６２   　８，８６１    　７，３４６    　１，５１４    　３，４４３  ８２．９  
　　６３   　９，６１８    　７，９０２    　１，７１６    　５，１５９  ８２．２  
平成　元   　９，９６１    　８，０３３    　１，９２８    　７，０８８  ８０．６  
　　　２   １０，３２８    　８，１９９    　２，１２９    　８，７８１  ７９．４  

（ 　 　９，２１７）
　　　３   　８，８００    　８，４８７    　　　３１３    　９，０９４  ９６．４  
　　　４   　８，５３０    　７，９８４    　　　５４６    　９，６４０  ９３．６  
　　　５   　７，４６３    　８，７３２  △　１，２６８    　８，３７２  １１７．０  
　　　６   　７，４８４    　８，５５３  △　１，０６８    　７，３０３  １１４．３  
　　　７   　７，７５３    　８，６０２  △　　　８５０    　６，４５４  １１１．０  
　　　８   　７，９６９    　８，８４３  △　　　８７４    　５，５８０  １１１．０  
　　　９   　７，１３４    　８，７９２  △　１，６５９    　３，９２１  １２３．３  
　　１０   　７，０２８    　９，０３０  △　２，００２    　１，９１９  １２８．５  
　　１１   　７，２１２    　９，２８５  △　２，０７２  △　　　１５３  １２８．７  
　　１２   　７，３１３    　９，３４７  △　２，０３４  △　２，１８７  １２７．８  
　　１３   　７，２９８    　９，０９８  △　１，８００    ０  １２４．７  

（　△　３，９８７）
　　１４   　９，４８３    　８，８８５    　　　５９８    　　　５９８  ９３．７  
　　１５   　９，５７３    　８，７４９    　　　８２４    　１，４２２  ９１．４  
　　１６   　９，４６６    　８，５０１    　　　９６５    　２，３８７  ８９．８  
　　１７   　９，０３１    　８，４５２    　　　５７９    　２，９６６  ９３．６  
　　１８   　９，０７０    　８，３０７    　　　７６３    　３，７２９  ９１．６  
　　１９   　８，６３５    　７，６９８    　　　９３６    　４，９１４  ８９．２  
　　２０   　６，６５８    　９，３２３  △　２，６６５    　２，２４９  １４０．０  
　　２１   　６，０６３    　８，４９９  △　２，４３６  △　　　１８７  １４０．２  

　（注）１．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者について集計したものである。ただし、ＪＡ共済については、平成１８年１２月以降
　　　　　に締結される契約に係る収支に限る。
　　　　２．本表は、当該年度に契約を締結した車両における収支であり、今後の支払額等の確定により変動することがある。
　　　　３．平成２０年４月１日の基準料率改定における予定損害率は、１３３．８％である。
　　　　４．昭和５９契約年度末までの累計収支の赤字及び平成１３契約年度末までの累計収支の赤字は、運用益で補填されている。
　　　　５．平成２契約年度末までの累計収支の黒字から、平成２年度末までの累計社費赤字４３６億円が補填されている。
　　　　６．平成２０年４月１日の基準料率改定では、ＪＡ共済分の累計収支の黒字を平成１８年１２月以降に限定することなく、ＪＡ共済
          以外の事業者の還元額と同水準で還元しているため、平成１９契約年度以降の累計収支残には、平成１８年１１月以前のＪＡ共済
          分の還元額を含んでいる。

－１－



２．交通事故発生状況

　　 　区 分 発　生　件　数 死　者　数 負　傷　者　数 自動車等１万台当たりの事故率

　 年 件 数 対前年増減率 人 数 対前年増減率 人 数 対前年増減率 死 者 数 負 傷 者 数

件 ％ 人 ％ 人 ％ 万台 人 人
昭和３０年 93,981 －　 6,379 －　 76,501 －　 197 32.37 388.24
　　３５　 449,917 －　 12,055 －　 289,156 －　 530 22.74 545.45
　　４０　 567,286 －　 12,484 －　 425,666 －　 1,577 7.91 269.87
　　４５　 718,080 －　 16,765 －　 981,096 －　 2,839 5.91 345.62
　　５０　 472,938 －　 10,792 －　 622,467 －　 3,859 2.80 161.29
　　５５　 476,677 －　 8,760 －　 598,719 －　 5,225 1.68 114.59
　　５６　 485,578 1.9 8,719 △　 0.5 607,346 1.4 5,523 1.58 109.97
　　５７　 502,261 3.4 9,073 4.1 626,192 3.1 5,849 1.55 107.07
　　５８　 526,362 4.8 9,520 4.9 654,822 4.6 6,179 1.54 105.98
　　５９　 518,642 △　 1.5 9,262 △　 2.7 644,321 △　 1.6 6,454 1.44 99.83
　　６０　 552,788 6.6 9,261 △　 0.0 681,346 5.7 6,704 1.38 101.64
　　６１　 579,190 4.8 9,317 0.6 712,330 4.5 6,934 1.34 102.72
　　６２　 590,723 2.0 9,347 0.3 722,179 1.4 7,126 1.31 101.34
　　６３　 614,481 4.0 10,344 10.7 752,845 4.2 7,362 1.40 102.25
平成　元年 661,363 7.6 11,086 7.2 814,832 8.2 7,596 1.46 107.27
　　　２　 643,097 △　 2.8 11,227 1.3 790,295 △　 3.0 7,811 1.44 101.17
　　　３　 662,388 3.0 11,105 △　 1.1 810,245 2.5 7,984 1.39 101.48
　　　４　 695,345 5.0 11,451 3.1 844,003 4.2 8,109 1.41 104.08
　　　５　 724,675 4.2 10,942 △　 4.4 878,633 4.1 8,220 1.33 106.88
　　　６　 729,457 0.7 10,649 △　 2.7 881,723 0.4 8,349 1.28 105.61
　　　７　 761,789 4.4 10,679 0.3 922,677 4.6 8,497 1.26 108.58
　　　８　 771,084 1.2 9,942 △　 6.9 942,203 2.1 8,655 1.15 108.86
　　　９　 780,399 1.2 9,640 △　 3.0 958,925 1.8 8,754 1.10 109.54
　　１０　 803,878 3.0 9,211 △　 4.5 990,675 3.3 8,799 1.05 112.59
　　１１　 850,363 5.8 9,006 △　 2.2 1,050,397 6.0 8,860 1.02 118.55
　　１２　 931,934 9.6 9,066 0.7 1,155,697 10.0 8,925 1.02 129.50
　　１３　 947,169 1.6 8,747 △　 3.5 1,180,955 2.2 8,972 0.97 131.63
　　１４　 936,721 △　 1.1 8,326 △　 4.8 1,167,855 △　 1.1 9,011 0.92 129.61
　　１５　 947,993 1.2 7,702 △　 7.5 1,181,431 1.2 9,013 0.85 131.07
　　１６　 952,191 0.4 7,358 △　 4.5 1,183,120 0.1 9,046 0.81 130.79
　　１７　 933,828 △　 1.9 6,871 △　 6.6 1,156,633 △　 2.2 9,138 0.75 126.57
　　１８　 886,864 △　 5.0 6,352 △　 7.6 1,098,199 △　 5.1 9,144 0.69 120.10
　　１９　 832,454 △　 6.1 5,744 △　 9.6 1,034,445 △　 5.8 9,117 0.63 113.47
　　２０　 (765,510) (△   8.0) 5,155 △　 10.3 (944,071) (△   8.7) －　 －　 －　

　（注）１．警察庁資料による。
　　　　２．昭和３０年は、軽微な被害（８日未満の負傷、２万円以下の物的損害）事故は含まれていない。
　　　　３．昭和４０年以前の発生件数には、物損事故を含む。
　　　　４．昭和４７年以降は、沖縄県を含む。
　　　　５．車両保有台数は国土交通省統計資料（各年１２月末現在）による。ただし、原付１種、原付２種、ミニカー、小型特殊は各年４月１日現在による。
　　　　６．平成１８年以降の車両保有台数に含まれる原付１種、原付２種、ミニカー、小型特殊は総務省資料（各年４月１日現在）による。
　　　　７．平成２０年の発生件数・負傷者数は概数であり、対前年増減率は確定数に対する増減率である。

車両保有台数

－２－



３．料率検証における主な予測要因

（１）収入純保険料（収入純掛金）

国土交通省推定の保有車両数が使用されている。

保有車両数

平成２０年度 79,382.1千台 (＋0.4％)

　　２１年度 79,368.6千台 (△0.0％)

（２）支払保険金（支払共済金）

①事故率

過年度の事故率の動向及び交通事故状況を参考として、次のとおり算出されている。

死亡事故率 後遺障害事故率 傷害事故率

平成２０年度 0.00678％ 0.07459％ 1.41476％

　　２１年度 0.00660％ 0.07459％ 1.41476％

　　　　２２年度以降 減少傾向で予測 同率で予測 同率で予測

②平均支払保険金（平均支払共済金）

賃金上昇率、治療費上昇率及び支払基準改定による上昇率が次のとおり見込まれている。

賃金上昇率 治療費上昇率 支払基準改定による上昇率

据置きで予測 据置きで予測 自賠責保険・共済実績

[21年度]

＋0.44％ [23年度以降]

（21年度から１年おき）

平成２０年度以降 0.0％ 0.00％

＋0.67％

－３－



４．自賠責保険・共済の事故率の推移（事故年度）
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事 故 年 度 死 亡 後 遺 障 害 傷 害
平成１４    0.01036 %     0.07658 %     1.44347 %  
　　１５   0.00960      0.07346      1.45716    
　　１６   0.00914      0.06887      1.45233    
　　１７   0.00850      0.06913      1.42467    
　　１８   0.00796      0.07337      1.39162    
　　１９   0.00701      0.07459      1.41476    
　　２０ (  0.00678 )  (  0.07459 )  (  1.41476 )  
　　２１ (  0.00660 )  (  0.07459 )  (  1.41476 )  

（注）１．自賠責共済を含む全自賠責事業者の事故率の推移である。
　　　２．事故年度事故率……当該年度に保険（共済）責任がある車両数に対
　　　　　　　　　　　　　　して、当該年度中に発生した事故件数の割合。
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５．自賠責保険・共済の支払件数及び平均支払保険金（平均支払共済金）の推移（契約年度）

（単位：件、千円、％）

　   区分 死　　　　　亡 後　遺　障　害 傷　　　　　害

平均支払保険金 平均支払保険金 平均支払保険金

 年度 (平均支払共済金) (平均支払共済金) (平均支払共済金)

平成１１ 8,962 　－ 24,506 　－ 55,107 　－ 4,583 　－ 1,120,440 　－ 407 　－

　　１２ 8,690 △3.0 24,526 0.1 58,443 6.1 4,426 △3.4 1,145,626 2.2 404 △0.8

　　１３ 8,037 △7.5 24,548 0.1 59,436 1.7 4,351 △1.7 1,128,218 △1.5 402 △0.4

　　１４ 7,403 △7.9 24,495 △0.2 57,867 △2.6 4,357 0.1 1,131,075 0.3 402 △0.0

　　１５ 7,116 △3.9 24,365 △0.5 55,606 △3.9 4,385 0.6 1,139,482 0.7 402 △0.2

　　１６ 6,657 △6.5 24,285 △0.3 55,550 △0.1 4,368 △0.4 1,114,229 △2.2 400 △0.4

　　１７ 6,218 △6.6 24,109 △0.7 58,994 6.2 4,251 △2.7 1,115,425 0.1 398 △0.4

　　１８ 5,732 △7.8 23,924 △0.8 59,925 1.6 4,184 △1.6 1,116,569 0.1 397 △0.5

　　１９ 5,096 △11.1 23,846 △0.3 55,334 △7.7 4,208 0.6 1,049,608 △6.0 396 △0.2

　　２０ 5,933 16.4 23,890 0.2 67,260 21.6 4,222 0.3 1,275,598 21.5 397 0.3

　　２１ 5,304 △10.6 23,937 0.2 61,319 △8.8 4,234 0.3 1,163,108 △8.8 398 0.3

　（注）１．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者について集計したものである。ただし、ＪＡ共済については、平成１８年１２月以降に締結される

　　　　　契約に係る支払に限る。

　　　　２．当該年度において契約を締結した車両が惹起した事故による支払件数と平均支払保険金（平均支払共済金）である。

支 払 件 数
対 前 年 度
増 減 率

対 前 年 度
増 減 率

支 払 件 数
対 前 年 度
増 減 率

対 前 年 度
増 減 率

対 前 年 度
増 減 率

支 払 件 数
対 前 年 度
増 減 率
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６．自賠責保険・共済の支払保険金（支払共済金）の推移（契約年度）

（単位：百万円、％）

　 　区 分 死　　　　　亡 後　遺　障　害 傷　　　　　害 合計（含む付帯費用）

支 払 保 険 金 支 払 保 険 金 支 払 保 険 金 支 払 保 険 金

 年 度 （支払共済金） （支払共済金） （支払共済金） （支払共済金）

平成１１ 219,622 －　 252,568 －　 456,224 －　 928,452 －　

　　１２ 213,129 △3.0 258,692 2.4 462,815 1.4 934,691 0.7

　　１３ 197,295 △7.4 258,602 △0.0 453,861 △1.9 909,816 △2.7

　　１４ 181,339 △8.1 252,138 △2.5 454,968 0.2 888,505 △2.3

　　１５ 173,383 △4.4 243,827 △3.3 457,645 0.6 874,915 △1.5

　　１６ 161,667 △6.8 242,625 △0.5 445,777 △2.6 850,130 △2.8

　　１７ 149,912 △7.3 250,805 3.4 444,472 △0.3 845,249 △0.6

　　１８ 137,135 △8.5 250,739 △0.0 442,774 △0.4 830,708 △1.7

　　１９ 121,521 △11.4 232,825 △7.1 415,408 △6.2 769,816 △7.3

　　２０ 141,738 16.6 283,956 22.0 506,545 21.9 932,301 21.1

　　２１ 126,961 △10.4 259,633 △8.6 463,228 △8.6 849,884 △8.8

（構成比） ( 14.9 % ) ( 30.5 % ) ( 54.5 % ) ( 100.0 % )

　（注）１．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者について集計したものである。ただし、ＪＡ共済については、平成１８年１２月以降に

　　　　　締結される契約に係る支払に限る。

　　　　２．当該年度において契約を締結した車両が惹起した事故により支払われた保険金（共済金）の内訳である。

対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率

－６－



（参考）重度後遺障害の支払件数の推移

（単位：件、％）

区分 別　　表　　第　　一 別　　表　　第　　二 合　　計

 年度 １　級 ２　級 １　級 ２　級 ３　級 対前年度増減率

平成１０ －　 －　 1,350 384 316 2,050 －　

　　１１ －　 －　 1,371 400 281 2,052 0.1 

　　１２ －　 －　 1,405 346 305 2,056 0.2 

　　１３ －　 －　 1,458 410 366 2,234 8.7 

　　１４ 24 2 1,484 541 489 2,540 13.7 

　　１５ 399 124 986 402 377 2,288 △9.9 

　　１６ 782 301 493 240 355 2,171 △5.1 

　　１７ 917 376 284 165 377 2,119 △2.4 

　　１８ 968 444 193 162 353 2,120 0.0 

　　１９ 1,018 472 101 148 385 2,124 0.2 

　（注）１．後遺障害等級表（自動車損害賠償保障法施行令別表第一、別表第二）の別表第一に該当する介護を要する後遺障害及び別表第二

　　　　　の１～３級に該当する後遺障害を重度後遺障害とした。

　　　　２．本表は、自賠責共済を含む全自賠責事業者を対象として、各年度において損害調査を完了した事案について、被害者数を集計し

　　　　　たものである。

　　　　３．平成１４年３月３１日以前に発生した事故で、旧等級表１～３級に該当する後遺障害は、別表第二の１～３級に併せて集計した。

－７－



７．自賠責保険、自賠責共済運用益の発生と積立状況

（単位：百万円、％）

区 分 年 度 資 金 平 残 運 用 利 率 発 生 運 用 益 長期予定利息 投 資 経 費 税 金 当 期 積 立 金 積 立 金 残 高
Ａ Ｂ Ｃ （△）Ｄ （△）Ｅ （△）Ｆ Ｇ(=Ｃ-(Ｄ+Ｅ+Ｆ)) Ｉ 

寄附金 2,447
赤字補填 46,582
合　計 49,029
寄附金 2,568

赤字補填 82,822
合　計 85,390
寄附金 2,562

赤字補填 75,973
合　計 78,534

18 2,220,180 2.56 56,837 10,041 2,720 15,030 29,046 2,453 188,853

222,373
( 348,057)

15 174,469 1.92 3,350 849 28 △ 91 2,564 2,764 30,322

16 200,420 2.02 4,048 839 31 240 2,938 2,413 30,848

17 199,441 2.25 4,487 1,192 24 416 2,856 1,944 31,760

18 217,452 2.56 5,567 442 10 1,333 3,782 858 34,684

37,075
( 53,974)

15 2,234 1.92 43 36 11 △ 1 △ 3 0 12

16 2,967 2.02 60 28 16 5 11 0 23

17 3,357 2.25 76 24 1 16 35 0 58

18 3,459 2.56 89 18 0 22 48 0 107

163
( 238)

15 1,575 1.1165 18 17 0 0 0 0 3

16 2,372 1.1666 28 22 0 2 4 0 7

17 3,031 1.0536 32 22 0 3 7 0 14

18 3,530 0.9755 34 19 0 5 11 0 24

27
( 40)

15 452 1.92 9 6 0 1 2 0 2

16 1,363 2.02 28 14 0 4 9 0 11

17 2,303 1.06 24 18 0 2 5 0 16

18 3,095 1.01 31 17 0 4 9 0 25

42
( 61)

（注）１．長期予定利息とは、保険(共済)期間が１年を超える契約について当期において発生した運用益である。当該利息は保険(共済)期間が１年を超える

　　　　部分の保険料(共済掛金)に充当される。

　　　２．投資経費とは、運用資産の運用・管理等に係る費用である。

　　　３．運用益に対し法人税等が課されるため、当期積立金、積立金残高は税引後の金額を記載している。なお、自賠責保険・共済の収支の赤字補填のた

　　　　めに積立金を取崩す際には、当該取崩金額は利益として扱われないため、税の軽減効果が生じる。したがって、保険料（共済掛金）の引下げ財源等

　　　　に活用される実質的な金額は、法人税等相当額を加味した積立金残高となる。（平成１９年度については、法人税等相当額を加味した積立金残高を

　　　　（　）内に参考として記載している。）

3 0

19 3,745 1.14 43 0 8 17 0

23 18 0 1

1,357

19 3,472 2.88 100 15 2 26 57 0

35,625 2,104

19 202,552 2.88 5,834 987 9 1,090 3,748

66,321 8,969 2,781 18,946

全

自

共

19 2,302,798 2.88

19 3,922 0.5744

18

交

協

連

162,260

192,26814,127 43,928

48,526

損

保

会

社

Ｊ

Ａ

共

済

日

本

再

共

済

連

15 2,133 △ 13,005

16 1,902,742 2.02 37,223 2,593 △ 23,424

233,7301,444,325 1.92 27,731 12,534

当 期 支 出 額
（△）Ｈ 

17 2,074,954 2.25 46,686 12,481 2,639 △ 16,960

26,070
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８．自賠責保険社費・共済経費収支表（会計年度）

（単位：億円）
収 入 社 費 支 出 社 費 収    支    残

会 計 年 度 （ 収 入 経 費 ） （ 支 出 経 費 ） 当 年 度 収 支 残 累 計 収 支 残
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）　Ｃ Ｄ 

昭和５３   　　　７９９    　　　７３３    　　　　６６    　　　　６６  
　　５４   　　　９５１    　　　８２４    　　　１２６    　　　１９２  
　　５５   　　　９５７    　　　８８５    　　　　７２    　　　２６４  
　　５６   　１，０２８    　　　９９３    　　　　３５    　　　２９９  
　　５７   　１，０５０    　１，０６９  △　　　　１９    　　　２８０  
　　５８   　１，０９９    　１，１６４  △　　　　６５    　　　２１５  
　　５９   　１，１３３    　１，２７１  △　　　１３８    　　　　７７  
　　６０   　１，２８１    　１，２９０  △　　　　　８    　　　　６９  
　　６１   　１，４０８    　１，４３１  △　　　　２２    　　　　４６  
　　６２   　１，４２６    　１，５００  △　　　　７５  △　　　　２８  
　　６３   　１，５３８    　１，６３３  △　　　　９５  △　　　１２３  
平成　元   　１，５３３    　１，６６４  △　　　１３１  △　　　２５４  
　　　２   　１，６０８    　１，７８９  △　　　１８１    ０  

（　△　　　４３６）
　　　３   　１，９８５    　１，８８１    　　　１０４    　　　１０４  
　　　４   　１，９８１    　１，９８９  △　　　　　９    　　　　９５  
　　　５   　２，２１５    　２，０４９    　　　１６５    　　　２６１  
　　　６   　２，２２５    　２，０９８    　　　１２７    　　　３８８  
　　　７   　２，２６４    　２，１４７    　　　１１７    　　　５０５  
　　　８   　２，３１６    　２，１８１    　　　１３４    　　　６３９  
　　　９   　２，２１４    　２，１７３    　　　　４１    　　　６８０  
　　１０   　２，１８３    　２，１８０    　　　　　３    　　　６８３  
　　１１   　２，２４４    　２，２３０    　　　　１４    　　　６９７  
　　１２   　２，２５０    　２，１７９    　　　　７１    　　　７６９  
　　１３   　２，２２５    　２，１３１    　　　　９４    　　　８６３  
　　１４   　２，０９０    　２，１１３  △　　　　２３    　　　８３９  
　　１５   　２，１１２    　２，１４８  △　　　　３６    　　　８０４  
　　１６   　２，０９０    　２，１６２  △　　　　７３    　　　７２２  
　　１７   　２，０１８    　２，１６７  △　　　１４９    　　　５７３  
　　１８   　２，１７８    　２，２８１  △　　　１０４    　　　５５７  
　　１９   　２，１０８    　２，２８０  △　　　１７３    　　　３８４  

　（注）１．平成１７年度以前は、ＪＡ共済を除く自賠責事業者について集計したものであり、平成１８年度以降は、全自賠責事業者につ
          いて集計したものである。なお、ＪＡ共済の平成１７年度までの累計収支残は、平成１８年度以降の累計収支残に加算している。
　　　　２．平成２年度までの累計収支の赤字は、平成２年度に純保険料累計収支の黒字で補填された。
　　　　３．平成１６年度以降の累計収支残は、旧大成火災社の破綻処理による取崩を控除したものである。
　　　　４．平成１８年度以前の支出社費は、翌年度決算における付加率積立金の修正金額を加減したものである。
　　　　５．平成２０年４月１日の基準料率改定においては、(財)自賠責保険・共済紛争処理機構の運営経費の一部として、契約１件当り
 　　　 　４円（収入社費における損害調査費のうちの０.４８％）を社費に算入しているが、近年、紛争処理件数が増加しているため、
 　　　 　同機構の運営経費に不足が見込まれる平成２１年度以降、社費（経費）の収支差額である付加率積立金を取り崩すことにより、
　　　  　契約１件当りの金額を６.５円（収入社費・経費における損害調査費のうちの０.７８％）とする。

－９－



９．まとめ

（１）平成２０年４月１日の基準料率改定における予定損害率　１３３．８％

（２）本年度の料率検証結果の概要

（単位：億円）
収 入 純 保 険 料 支 払 保 険 金 収    支    残 予定損害率(133.8％)

契約年度 （ 収 入 純 掛 金 ） （ 支 払 共 済 金 ） 当 年 度 収 支 残 累 計 収 支 残 損 害 率 に 対 す る 乖 離 率

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｄ （Ｂ÷Ａ×１００）Ｅ Ｆ

平成１７   　９，０３１    　８，４５２    　　　５７９    　２，９６６  ９３．６％ －

　　１８   　９，０７０    　８，３０７    　　　７６３    　３，７２９  ９１．６％ －

　　１９   　８，６３５    　７，６９８    　　　９３６    　４，９１４  ８９．２％ －

　　２０   　６，６５８    　９，３２３  △　２，６６５    　２，２４９  １４０．０％ ４．６％

　　２１   　６，０６３    　８，４９９  △　２，４３６  △　　　１８７  １４０．２％ ４．８％

（注）１．自賠責共済を含む全自賠責事業者について集計したものである。ただし、ＪＡ共済については、平成１８年１２月以降に

　　　　締結される契約に係る収支に限る。

　　　２．Ｆ欄の予定損害率（１３３．８％）に対する乖離率は次のとおり求めた。

平成２０年度：４．６％＝〔（１４０．０％÷１３３．８％）－１〕×１００

平成２１年度：４．８％＝〔（１４０．２％÷１３３．８％）－１〕×１００

（３）運用益積立金残高（１９年度末現在）　　４，０２４億円

（注）自賠責保険・共済の収支の赤字補填に活用可能な法人税等相当額を加味した金額

－１０－


